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いわゆる ｢資本と利益の区別｣には二つの段階がある領｡一つは,期間損益
●

計算上の区別すなわち ｢元入資本 (-期首資本額士期中資本取引額)と期間利益

の区別｣である. そしてもう一つがタ 本章がとくに関心を向ける,期間損益計
●

算後の区別すなわち ｢払込資本と留保利益の区別｣である｡

｢払込資本 と留保利益の区別｣ (以下,単に ｢区別｣ と表現する場合は,こちら

を指す)は,わが国でも長 く商法 (株式会社法)分配規制と結びつけて考えら

れてきた2ためか, その意義 も, もっぱら同規制との関わり,あるいは, その

目的 (とくに債権者保護目的)との関わりで理解される傾向が強 くなっていたか

もしれない｡そのため会計の領域でもタ商法 (株式会社法)分配規制が ｢区

別｣から離れることが即座に, その意義の否定と結びつけて検討されることも

あるのだろう3｡
●●●●●●●●●○●●●●● ●

しかしタ ｢区別｣ の本来的を意義は,出資者及び経営者のための任意的 ◎個
■●○
別的な分配規制における利周にある｡ いいかえれば,｢区別｣はもともと,倭

権者のために行われ始めたわけではなく,そして,商法 (株式会社法)の強制

的 ⑳画一的な分配規制以前に存在 していた｡｢区別｣が必要か否かについて議

論が進められている現在,そのことが見落とされがちのように思う｡

そこで本章では, ｢区別｣ の本来的意義を確認 ◎検討する｡ このとき,とく

に念頭にあるのは,安藤英義先生が突き止められた大陸系商法会計制度におけ
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る六つの系譜のうちヲ債権者のための資本 維持の系譜 (『商 法 会 計 制 度論』第 4

章)よりも夕出資者のための利益調整 の 系 譜 (同第 5 章 ) す な わ ち ｢分 配利益

の計算に関する出資者相互間の利害の調整 ｣ (同 タ 3 頁 ) の 系 譜 で あ る ｡

ここでいう利害(の)軍整 とは,よく知 ら れている会 計 の 二 大 機 能 の う ち の -

つであ り,｢財産 ⑳持分 をめ ぐる当事者間での取るか取 られるかの 利 害 の 線 引

き｣埠のことをいう｡ なお, もう一つは情報提供であ りタこれは ｢企業翻 犬泥 に

ついての情報を提 供 すること｣5によって,｢情報を提供 された者が企 業 に 関 し

て正 しい判断と意思決定が行 えるようにすることが目的であ る｣6｡
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｢区別｣ が 必要 とされるようになった歴史的経緯につい て タ ここ で はとくに

チ-ル (D｡Kehi)の論述に沿ってまとめれば, 次のようにな るア｡

16陛紀イギリスにおける株式会社の初期的あるいは前身的な企 業 形 態 (いわ

ゆるジョイント ス トック◎カンパニ-)8ほ 9 -つの事業ごとに財産を調達 し ぎ

それが終了 したときに初めて,当該事業に関わるすべての財産を分配 してい た ｡

そこでは,事業の途中での財産分配は行われず,分配規制 もみられなかった｡

ところがタそののちユ7世紀から18位紀までのイギリスタさらにアメリカではタ

企業の継続性が高まるにつれて状況が変わってきた｡すなわち,企業が会社と

して設立する根拠 として規制当局から付与される特許状 タ あるいはタ 企業にお

ける自治的なル-ルを定める定款にタ事業の途中での財産分配について,企業

ごとに個別のル-ルが決められていった｡

そこではタ出資者の望みどお りに ｢資本｣額に相当する財産を払い戻せるよ

うにしてお くことも可能であった｡それにもかかわらずタ 財 産分配は ｢利益｣

額をもとに行われる,というように決めてお くことが-般的になってい く｡ た
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だ当時は, ｢資本と利益の区別｣ が今以上に不明確であった｡つまり, ｢利益｣

を分配可 能 額にするというような場合でもタその ｢利益｣は,例えば期間利益

のことか留保利益のことかが明らかではなかったのである (そのためここでは,

具体的な内容を定めずに ｢資本｣ ｢利益｣ という表現を履いている)｡

もし,｢利益｣ として期間利益のことが想定されていれば,｢資本｣ 欠損の場

合,すなわちタ純資産額が ｢資本｣ 額を下回る場合であっても,期間利益が計

上されるかぎり財産分配は可能となる｡ しかし,それに対 して明らかに,期間

利益を直接的な分配可能額 とするのではなくタ ｢資本｣ を維持させる9分配規言恥

または,｢資本｣欠損の場合に財産分配は行わないこととする分配規制 も, 吹

第に選択されるようになっていったのである｡

上のような歴史的経緯をふまえてケ-ルほ,分配可能額が ｢利益｣ に限定さ

れるようになったのは,債権者保護 という目的以前に,まず出資者のために,

事業継続につながる ｢資本｣の維持を確実にしようとする目的があったからで

ある,とみる相｡その際にケ-ルが考えている ｢資本と利益の区別｣は,究極

的には ｢払込資本 と留保利益の区別｣ であるM｡つまり彼は,｢資本 (払込資

本)｣ 欠 損 の有無 と無関係に期間利益 を分配可能額にするよりも,事業の継続

につながる払込資本維持型の分配規制を原則 とするほうが, 出資者にとって合

理的なはずであると考えているわけである｡ そして,そこで想定されている分

配規制は,明言されてはいないものの彼の論の運びから,強制的 ◎画一的を分

配規制というよりもタ任意的 ⑳個別的な分配規制であろう｡

ケ-ルの見解を私なりにまとめると,次のようになる｡ ｢払込資本 と留保利

益の区別｣の本来的な意義 ◎必要性はタ債権者保護 という目的のためよりも先

に夕まず出資者のための夕任意的 ⑳個別的な分配規制における利周にみられた｡
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たしかに,｢資本 と利益の区別｣ の意味内容が不明確を時代におけることで

あったから,仮に,出資者たちが払込資本維持型のような分配規制を企図した
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場合であっても,当初は,特許状ない し定款の上にそれを表現 しきれていな

かった (｢利益｣ を分配可能額にするというにとどまっていた)可能性はある｡ そ

のような企図はのちに,前述 した,より明確な ｢資本｣維持型の分配規制にお

いて次第に表面化 していったのだとすればタケ-ルの見解 もあながち的外れと

はいえないように思う｡

また,｢資本｣ 維持 と債権者保護 とのつなが りが明確に認識されたのは, ア

メリカで1824年に出された Wood v｡DummeT事件判決領2以降のことであると

いわれる13｡ したがって, それ以前に置かれた上のような分配規制にはタ まず

は出資者のためのものという性格が明確であったとケ-ルは考えるわけであろ

う｡ しかもタその分配規制は,企業に個別の特許状ないし定款に基づ くもので

ありタ前述のように,出資者の望みどお りの ｢資本｣払戻 しも許されていたの

ならば,任意的 や個別的な性格の強い分配規制であったということができるで

あろう｡

もっとも,任意的 ⑳個別的なものであるからといって, 分配規帯摘言債権者 と

無関係になるわけではない｡その規制の内容をふまえてもらうことでタ 債権者

が貸付けについて消極的にならないようにすることもできる巧埠｡ そのため, 上

のような分配規制 も,債権者のことを念頭に置いて設定されたものとみること

もできるかもしれない｡また,特許状ないし定款において ｢区別｣ に基づ く分

配規制が採周されていたとしても, その付与時ないし作成時にヲ債 権者保護を

目的とした規制当局の介入がなかったともいいきれない｡

しかし,これらの可能性を認めてもタ｢払込資本 と留保利益の区別｣ が出資

者のために利周される可能性が排除されるわけではない｡それに,企業の当事

者としてほ債権者よりも出資者のほうが先んじると考えればタ まずは出資者-

の配慮があってよかろう｡

以上のようにタ ｢区別｣に出資者のための任意的 ◎個別的な分配規制におけ

る意義があり得ることは, 目を転 じて, ドイツ商法 とアメリカ会計原則 ⑳基準

の歴史からも読み取れる｡ そこでタ 次の第 3節で ドイツ商法, また,それに続

く第4節でアメリカ会計原則 ◎基準を取 り上げることにしたい｡これら二つの
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系譜を汲むわが国会計制度についての検討にタ役立つはずである ｡

なお,本節の検討 も,続 く第 3節及び第 4節以下の検討 も,本章でいう ｢区

別｣の本来的意義が,今現実に存在することまで確認できる作業ではない｡せ

いぜい,その意義があ り得るということを確認する程度の作業である｡ それで

ち,上のような ｢区別｣の意義の可能性 さえ必ず しも広 く認識 されているわけ

ではないと思われる現状 においてはなおタ後者の作業が必要であろう｡ それを

いずれ前者の作業につなげてい くという意識で,以下に検討を進めてい く｡
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ドイツ商法は当初か ら,｢区別｣の本来的意義のみならず,それに対する法

の態度について一つのあ り方を示 してきた｡例えば, ドイツの-王国であった

ヴユルテ ンベル クの1839年商法草案 (Entwurfeines妄言andelsgesetzbuchesftir

das臨地igTeichW色相embergmatMotiven)は,法律 として制定 されるには至 ら

なかったものの,次に示す合名会社の財産分配に係 る規定を含んでいた帽｡

第 206発 出資財産 (-括弧内省略)を超 えて生 じた剰余,すなわち利

益 は,財産 目録 (-括弧内省略)の決算書 に基づいて計算 されタ

しかもそれはタ 経常的営業を害 さないで可能である限 り,引 き

出される｡

(第2項省略)

こ こにある ｢出資財産｣は,払込資本のことであると解することができる領ア｡

ま た タ ｢財産 目録の決算書｣は,貸借対照表のことと解 される領8｡要するに上

の規 定 は,財産分配に際 しての,貸借対照表における払込資本維持 を定めたも

のであると解することができる ｡

こ こ で まず重要なことは, この規定が, 出資者全員の合意があれば従わな く

てよい任意規定であったということである｡ つまり,出資者たちは, あらか じ

め定款でタない しタ総会でそのつど,別の分配 (可能)額を (資本欠損の場合に
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は最近の期間利益額の範囲内で)決めることができたわけである確9｡
そのような任意規定の目的は,出資者相互間での財産分配をめぐる争いの緩

和にあった｡つまりタ 出資者間で分配可能額を決めていなかったような場合に

は, 上の規定に基づいて決着をつければよいし,別の分配可能額を利摺 したい

場 合は, そちらで決着をつけることもできるタという趣旨である ｡

他方で同草案には, ドイツで初めての,株式会社に対する一般 的 な 規 定が含

まれていた｡そして, その財産分配に係る第261条 1項は,｢資本｣維持を定め

る点で上の第206条第 1項 と類似点を持つ一方, 対照的に強行規定であった｡

この第261条 1項は, ドイツ商法に伝統的な,有限責任社員を擁する会社に対

しての強制的分配規制を成すもので,債権者保護を目的としていたのである20｡

以上のことから, ドイツ商法では当初より,出資者相互間で財産分配をめぐ

る利害対立が生 じ,その調整が必要とされ得ると考えられていたこと,またヲ

それは出資者たちの任意的な調整に委ね得る問題であり,そこに強行規定によ

る介入がなかったことを知る｡

ところで,ヴユルテンベルク商法草案にはタ 資産評価規定がない｡それはタ

分配可能額の計算に,当時の慣習的方法 (棚卸資産に低価主嵐 固定資産に減価

償却を前提とする原価主義)をそのまま採欄させタ 分配額をめぐって出資者相互

間で納得が得 られやすいようにするためであったとみられる2巧｡

それと同じ姿勢はタ 上の第206条第 1項にも貫かれていたといえるのではな

かろうか｡つまり,この規定に基づ く払込資本維持型 (に経常的営業維持を加

味した)分配規制は,出資者相互間で納得が得 られやすい合理的なものと考え

られたからこそ, いわばデフォル ト ル-ル (初期設定のル-ル)として採庸

されたのではなかろうか｡このことからもタ ｢区別｣の本来的な意義が読み取

れるように思われる｡ つまり ｢区別｣ は,まずは広 く出資者のために必要とさ

れタ 利周されていたわけである｡ この基盤がまずあって,その上にタ 株式会社

の場合には,企業の財産分配を直接に支配する立場に立てない債権者-の配慮

が便乗するかたちになっている22｡
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従来から,｢払込資本 と留保利益の区別｣を分配規制上の概念とみる見解は

あったが,そこでは,前節でみたような出資者のための任意的 ⑳個別的分配規

制ではなく,債権者保護を主たる目的とした,法による強制的 ⑳画一的分配規

制が想定されてきたといえそうである23｡このような見解によると,会計に

とって本質的なのは ｢元入資本と期間利益の区別｣であって,｢払込資本と留

保利益の区別｣は会計の考え方からは出てこないということになるのであろう｡

そして,後者の ｢区別｣には,会計原則 としての位置づけも与えられないので

あろう｡

他方,わが国ではタ とくに ｢企業会計原則｣一般原則 ◎三を念頭に置きなが

らタ ｢払込資本と留保利益の区別｣を会計原則とみる立場は少なくない｡

この論点については,わが国会計原則 帝基準の主要な源流とみられるアメリ

カ会計原則 ◎基準に遡ってみるのがよいと思う鋼｡

｢一般に認められた会計原則｣ (GeneTauyAcceptedAccountingPTincipies)の

原型 とも称される25, いわゆる1932年 AⅠA5原則には, ｢資本 と利益の区別｣

に関わる次の原則 (第2原則)がある26｡ 少考長いが,必要なので,.その全文

を次に引周する望ア｡

｢いかなる資本剰余金 もその創出源泉のいかんを問わず,本来であれば

損益勘定に倍記されるべ き当年度もしくは次年度以降の費周または損失を

差引 宅ため に 使 用 さ れ て ほならない｡このル-ルには次の例夕痛言認められ

る｡会社更生 (reo r g a n izat呈o n) にあたってク当該会社がそのまま継続する

とすれば損益勘定に倍記されるであろう費周または損失 (charges)を更

生会社が同勘定にチャ-ジしなくて済む場合にはタ 当該会社は会社更生に

よることをくそれと同一の効果を達成することが許容される｡ ただし, 杏
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の場合には当該諸事実が株主に開示 され,かつ会社更生の場合 と同様に当

該行為について株主から正式な承認を得なければな らな い ｡｣

この第 1文は芦｢元入資本 と期間利益の区別｣ を念頭に置 きなが ら読むほう

が理解 しやすいであろう28｡

｢払込資本 と留保利益の区別｣に関心を向ける本章 に とってタより重要な の

は,第 2文以下である｡ これはのちに,資本欠損填補 (いわゆる未処 理損 朱 を

払込資本と相殺して消滅させる処理)に関わる会計基準- と展開 され て い く調｡

その展開の実質的を第一歩 冒ほ,｢1934年協会規則第 2 (1934年 に AⅠA 会員か

ら承認 ◎採択を受けたタ上の第 2原則のこと-石川)についての敷桁｣(Am班fica-

tionofⅠnstituteRukNo｡2ofユ934)という副題 を 付 された夕1939年 9月のA互A

会計研究公報第 3号 ｢準更生または会社 自 主 整 理 ｣ (唾uas卜鮎oyganiz離豆onoT

CoTPOrate鮎adjustment)の公 表 で あ っ た ｡

この流れを汲むアメリカの会計基 準 は , ユ932年 A瓦A5原則以来夕資本欠損

の填補についてタ債権者ではなく夕株主す な わ ち出資者の承認を求めていくこ

とになる｡注目したいのは,このことである｡その会計基準の意味はタ次のよ

うに解される｡資本欠損填補は,単に払込資本額を減少させるにとどま ら ず タ

のちの ｢払込資本と留保利益の区別｣に基づく財産分配のあり方夕 し た が っ て タ

出資者のための利害調整のあ り方を変える可能 性 が あ る ｡ こ の場合夕会 計 基 準

は ｢区別｣を前提にしてタ資本欠損填補につ き 出 資 者 (株 主)の承認を 取 る べ

Lという指針を与えタ彼 らのための利害調整を円滑化することに-筏買 っ て き

た,と解される30｡

なお,ここで強調 しておきたいことは,そのような指針は夕必ずしも強制的

に通庸される必要はないと思われることであ る 3頂｡ 資 本 欠 損 填補はタそれ自体

が直接に企業財産の変動,ひいては,出資者 の 利 害 に (悪 ) 影響を及ぼすわけ

ではない｡とはい え上 に述べたようにタそれ に よ っ てタ以後の ｢区別｣ に 基 づ

く, 財 産 分 配局面にお いて企業に残され運周 さ れる財産額,あるいは, 出 餐者

へ の 財 産 分配のあ り方 も変わり得るであろう｡ そのことも視野に入れるなら,
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資本欠損填補の段階で,出資者の承認を取ることを勧める会計基準があっても

おかしくないと思う｡ ただし,それはあ くまで, 勧められる程度のことである｡

そもそも,会計原則 ◎ 基準それ自体は,強制的なルールではなかったはずであ

る ｡

要 す るに,｢払込資本 と留保利益の区別｣が会計原則 ⑳基準たり得る根拠の

一 つ は,それが財産分配をめぐる出資者のための利害調整にタより任意的 ◎個

別的な次元において役立ち得ることである,と解することができる｡そしてこ

のことは必ず しも,｢元入資本 と期間利益の区別｣ の重要性を左右するわけで

はなく,｢資本 と利益の区別｣ の二段階は共存できることを付言 しておきたい0

なお,わが国にはタ 資本欠損填補に関する会計原則 ◎基準 (それを行う場合

の,旧資本の部における項目の取崩順位や,その結果の財務諸表記載の方法につい

ての会計原則 ⑳基準)は存在 していたが3望ヲそれを行 うた捌 こ出資者の承認 を

求めるような会計原則 ⑳基準は存在 してこなかった｡それは, 商 法 ◎会社法が

資本欠損填補につき出資者 (株主)の承認を求めてきた33ので,会計原則 ⑳基

準があらためてそれを求める必要がなかったためであるとみることもできよう｡

少なくとも,わが国の会計原則 ⑳基準においてタ上のようなかたちの利害調整 ,

もっと一般的にいえば, 財産分配をめぐる出資者のための利害調整は問題にな

らないと考えられているわけではないと思 う鋼 ｡

仁.) 十 ,∵.･-守 ･一･-主上 ･I.(i･∵､二宮 ､ ‥二∴ ㍉ ‥ 十 :I::::了 …･･-∴十 三三十‡

ところで,ここまで明確には述べて こ な か っ た が タ 資 本 欠損填補につき出資

者に承認を求めるよう勧められているの ほ 経 営 者 (取 締 役 ) である｡ したがっ

てタこの場合,上で述べた出資者のため の 利 害 調 整 は , 形 式 としては ｢出資者

-経営者間｣の利害調整である｡これ は タ 経 営 者 に と っ て み れ ば,どれだけの

財産を企業に残 して遅周するかに関わ る 問 題 で あ り , ひ い て は 企業の利益,そ

して自身の報酬に関わり得る問題であ ろ う ｡ そ の 意 味 で 経 営 者 も,｢区別｣を

履いた財産分配をめぐる利害関係者 と な り 得 る ｡ と く に 現 代 に お ける,いわゆ
そうたい

る所有 と経営の分離タ したがって出資 者 と 経 営 者 の 相 対 関 係 を ふ ま えると,こ
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の ｢出資者-経営者間｣ の利害調整は軽視できない｡

他方で ｢払込資本 と留保利益の区別｣は,｢出資者相互間｣での利害調整に

も役立ち得る｡ すなわち ｢区別｣は,とくにアメリカに お い て タ 財産分配に つ

いて異なる権利をもつ出資者が存在する場合にタそれら の 出 資 者 間で 納 得 が 得

られやすいような (例えば,分配 優 先 株 主が払い込んだ金額 と, 普 通株主 が 払 い 込

んだ金額とを分けて処理 しておいて , 前 者 が払い込んだ金額を後者が受け取るという

形式にならないような)｢区別｣に関する会計処理が検討 されて きたのであ る 35｡

また,財産分配について異なる権利をもつ出資者相互間の利害対立 はタ 要 す

るにタ 財産分配 (財産をどれだけ企業に残 し,どれだけ分配するか)をめ ぐる選

好の違いに起因する問題であるとみればタ それはタ 異なる権利 をもつ出資者相

互間でなくても,具体的には, 普通株主相互間であっても36存在 し得る問題で

あろう｡ そのようにみると,｢区別｣ は,より一般的な意味 で の ｢出資者相互

間｣ のタ 財産分配をめぐる利害調整に役立ち得ることにな る 3冒｡ さらにいえば夕

前述の ｢出資者-経営者間｣ での ｢区別｣をめぐる利害調整 も,つまるところ

財産分配をめ ぐる利害調整である点では,｢出資者相互間｣のそれと同じであ

る｡

そこで以下ではタ上のような利害関係者たちを包括 した意味における出資

者 ⑳経営者のためのものとして,｢区別｣ と財産分配をめ ぐる利害調整を捉え

る｡

(.; ･･∴L:::誹い ∴半.;::_'･∵.':1㌦十 t:I.I- ∴･十 ‥･-:､∴･一･､iパ '::::LL:I:.':∴.ll- ∴∴ .i+I:

またタ 本節では, とくに会計原則 争基準 を題材にしてタ｢区別 ｣ を履いた出

資者 ◎経営者のための利害調整があ り得ることを読み取ってきた ｡ しか しそれ

は,商法 ◎会社法においても問題になり得るはずである｡ 例えば , わが国ではタ

商法 ◎会社法が資本欠損填補につき出資者の承認を求めてきたようにタ で あ る｡

ここまでタ 選んだ題材 , 及び, 論の進め方の関係からタ商法 と会計原則 ⑳基

準とを別の節で取 り上げてきたが,上のこともふまえて以下ではタそれら両方

を含む会計制度全体の問題 として, ｢区別｣ と財産分配をめ ぐる出資者 ◎経常
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者のための利害調整について検討 していくことにする｡ た だ,その利害調整はタ

会計原則 ◎基準に基づ く場合にほより明確であるが,商法 ◎会社法に基づ く場

合でもタ 必ずしも強制的 ⑳画一的にではなく,前述のように任意的 ⑳個別的に

行われてよいものとして捉えられていく｡

:tt･∵上申′'.･: ,:T ' ,i_t 招 :･'r上 叫 志 阜 巨 細 ･い 工 ‥:汁 _陣 十 ∴

十日章 ::-.. ∴ ∴ ∴ 十 十 ､∴揮 7:,車千古 il:I.:･.･:･･:膏 恒 帝 :

本節では,ここまでの検討結果の特徴を明確化するために,｢区別｣ の意義

に関する先行研究について必要最低限のレビュ-38を行う｡ これは要するに,

安藤先生から私が学んだ,｢区別｣ の意義に関する見方の独 自性を確認する作

業であるとともに,次節以下に検討を進める必要性をあらためて問う作業であ

る ｡

巨1 日言草 ≡∴ ∴iいパ 十:::臣増車裾 ;I.･1:>t..'l:(昔 十㌦輿

まず,｢区別｣ に会計の情報提供機能を見出す見解 としてほ,それが留保利

益の厚さによる財政基盤の強度の判定や,経済的成長の測定に役立つという見

解がある39｡

また,分配可能利益ないし留保利益に対する実際の分配金額の大小が, 出資

者 (株主)と経営者との間でエ-ジェンシ-問題を発生させることを示唆する

見 解 ◎実証研究結果がある堵0｡ これには,出資者と経営者との関係に注目する

点 で 本章の見方と共通する面がある｡ ただ,そこではもっぱら,出資者がいわ

ば受身的にタ あくまで事後的を結果としての情報を受け取るような, 会計の情

報提供機能が想定されている｡ それは本章におけるような,情報提供以前の,

出資者が直接的に分配ないし分配額の決定に関わるようを状況まで想定する,

会計の利害調整機能についての議論とは違っている堵領｡

とはいえ,上のような共通点と相違点が,一つのことに気づかせてくれる｡

それは,｢区別｣が,出資者 ◎経営者のための利害調整の面で役立ち得ること
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と,情報提供の面で役立ち得ることとは,本質的に違うわけではない,という

ことである｡ つまり, ｢区別｣ が利害調整の面で役立ち得るのほヲ出資者が取

るか取 られるかの財産分配に関わることができる度合いが強い場合であ りヲ

｢区別｣ がもっぱら情報提供の面で役立ち得るのほタその度合いが弱い場合で

あると考えられる堵望｡ このように,会計の二つ の 機 能 に 照 らせば違 うもの とし

て位置づけることもできる ｢区別｣の意義 は タ ｢出 資 者 -経営者間｣の問題 と

してほ同じ線の上に存在 しているわけであ る ｡

その間-線上の片側 (情報提供機能)で意義 が確かめられつつある とすればタ

もう片側 (利害調整機能)の意義 も,程度の差こそあるかもしれないがタ実在

していておかしくない｡つまり, 本 章が考えるような ｢区別｣ の意義の検討を,

なお進める必要性は認められてよいと思うのであ る ｡

トt,, .pJ_:一‥工 ･十 了 ･.･r:t.:~..L庸 :::･.11十二十十 .牛 工 ∴十

次に,｢区別｣ に会計の利害調整機能を見出す見解 としてほ,法により分配

可能額が留保利益に限定される場合に ｢区別｣ は必要であるという見解があ

る櫓遜｡ ただしこれは,強制的 ⑳画一的な分配規制上の意義でありタ 法 が い か な

る分配規制を採るかに左右される｡ なお,一般的に,強制的 ◎画-的分配規制

の目的は債権者保護にあると理解されてきたタ といってよいであろう｡

他方でヲ任意的 ⑳個別的な分配規制における ｢区別｣ の意義を認 め る 見解が

あるが,そこでもとくにタ 企業 (本章でいう出資者及び経営者)と債権者 との利

害を調整する役割が指摘される朋｡

なお夕理論的な観点から,本章と同様に企業維持につながる ｢区別｣の役割

について考える見解は少なくない｡しかし, この見解にあっても,制度的な観

点が太ると, ｢区別｣ と強制的 ｡画一的分配規制との結びつきを当然 とみるか

のような見解につなが りがちである堵5｡

以上の先行研究との違いを意識 しながらタ本章のここまでの検討内容をまと

めれば,次のとおりである｡
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･ ｢ 払 込 資 本 と 留 保 利 益 の 区 別 ｣ は , 財 産 分 配 を め ぐ る ｢出 資 者 相 互 間 ｣ 及

び ｢ 出 資 者 - 経 営 者 間 ｣ の 利 害 調 整 に お い て 利 周 さ れ 得 る ｡

･ 商 法 は 必 ず し も , 財 産 分 配 を め ぐ る ｢ 出 資 者 禰 宜 間 ｣ 及 び ｢出 資 者 - 経 営

者 間 ｣ の 利 害 調 整 に 画 一 的 に 強 行 規 定 を も っ て 介 入 せ ず タ し た が っ て そ の

利 害 調 整 は タ 任 意 的 @ 個 別 的 な 次 元 で 行 わ れ 得 る ｡

･ 会 計 原 則 ◎ 基 準 は , 納 得 の 得 ら れ や す い ｢区 別 ｣ の 指 針 を 示 す こ と で タ 財

産 分 配 を め ぐ る ｢ 出 資 者 相 互 間 ｣ 及 び ｢出 資 者 - 経 営 者 閣 ｣ の 利 害 調 整 に

役 立 ち 得 る ｡

こ こ で は , ｢ 区 別 ｣ 本 来 の 任 意 的 ◎ 個 別 的 な 性 格 が 強 調 さ れ て い る ｡ そ れに

対 し て タ 安 藤 先 生 は , ｢ 区 別 ｣ あ る い は そ れ を 前 提 と す る 払 込 資 本 維 持 を緩和

す る か の よ う な タ こ こ 数 年 の 資 本 制 度 (本 章 で い う強 制 的 ⑳画 一 的 な分 配規制)

の 揺 ら ぎ な い し 崩 壊 の 兆 し に も 配 慮 し て お ら れ る 堵60 そ の 一 見 し た と ころの違

い は , 安 藤 先 生 の 会 計 制 度 論 に お い て ほ , 出 資 者 の た め の 利 害 調 整 だけでなく,

債 権 者 保 護 に 関 わ る 利 害 調 整 や , 制 度 の 安 定 性 ◎バ ラ ン ス ま で 視 野 に太ってい

る 堵雷 の に 対 し て , 本 章 は も っ ぱ ら , そ の 視 野 の 一 部 で あ る 出 資 者 ⑳経営者のた

め の 利 害 調 整 に 注 意 を 向 け て い る こ と に よ る ｡

･: :. 十 十 - ..･ ､ ∴ ∴ I ∴ 1.1: ∴ ,, ∴ ･.:一 十 ･
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上 に ま と め た 本 章 の 見 方 に お い て ほ , ｢経 営者-出資者間｣あるいは ｢出資

者 相 互 間 ｣ で タ 財 産 分 配 を め ぐ る 利 害の対立が存在しなければ,､｢区別｣は必

要 な い ｡ こ の こ と は , 考 え の う えでは企業の規模を問わないが,実際にはタ 所

有 と 経 営 の 分 離 が 太 き く な りやす くタまた,出資者の数が多 くなりやすい大企

業 で は , ｢ 区 別 ｣ が 必 要 とされる可能性は高 くなるであろう｡反対 に, 所有 と

経 営 の 分 離 が 小 さ く な りやす く,出資者の数が少なくなりやすい 中 小 企業では夕

｢ 区 別 ｣ が 必 要 と さ れる可能性は低 くなるという傾向はみられるであろう｡

そ の 一 つ の 現 わ れは,個人商人ないし個人企業の簿記 ◎会計における資 本 が
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一般に,払込資本 と留保利益に区別されないこと (当期純利益 凋屯損失が資本金

に直接加算 ⑳減算されること)にある｡ 出資者が一人でタ同時に経営者でもある

個人商人 ◎個人企業の場合はタ 上のようを利害対立が存在 しないために,｢区

別｣ も必要ないのである｡

もっとも,このことについては, 会計の情報提供機能の観点からも相当程度

の説明が可能である｡ つまり,個人商人 ◎個人企業における簿記 ◎会計瑚 膏報

提供機能は,大規模公開企業 と比べてみればはるかにその必要性 が 小 さいから夕

それにともなって ｢区別｣ も個人商人 ⑳個人企業には必要が少 な い , と み るこ

ともできる｡

とはいえタ 個人商人 ⑳個人企業による情報開示 ◎提供のニーズはまったく存

在 しないわけではあるまい｡例えば,銀行からの借入れを必要とする場合,個

人商人 ◎個人企業の財政基盤の強度の判定やタ 経済的成長の測定に役立つので

あればタそこに ｢区別｣ が必要とされていてもよかろう｡ とくに, 企業間比較

のためにその情報が利摺 されるとすれば48, 多少なりとも画一的に, ｢区別｣

が要求されてもおかしくほない｡要するに,情報提供機能の観点からほ タ 個人

商人 ◎個人企業の簿記 ◎会計において通常は ｢区別｣ が行われない理由を,説

明しきれない部分がある｡

それに対 してタ｢経営者-出資者間｣ あるいは ｢出資者相互間｣ に お け る 財

産分配をめぐる利害調整の観点からみれば, 個人商人 砂個人企業の場合に ｢区

別｣の必要性は, 絶対に出てこない｡そして,それゆえに,個人商人 ⑳個人企

業の場合にも関わりがあるはずの債権者 もタ｢区別｣に便乗することができな

いのである｡

以上夕本節では,｢区別｣の意義に関する本章の見方の独 自性 と芦その意義

を検討することの必要性について説明してきた｡

その内容をふまえ, 次の第 6節では払込資本,続 く第 7節では留保利益をそ

れぞれ個別に取 り上げて,分配規制の任意化が進んでいるといわれる現在のわ

が国堵9を想定 しながら, 出資者 ◎経営者のための任意的 ◎個別的な次元におけ
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る利害調整に ｢区別｣ を利庸する合理性ないし意義につき, より具体的 ◎実質

的を検討に進みたい｡その際,わか りやすさを考えて,とくに ｢出資者- 経営

者間｣ の関係を想定 しながら検討を進めるが,前の第 4節(2)で述べたように,

その関係はタ 同じ権利をもつ ｢出資者相互間｣の関係 として読み直すこともで

きるはずである58｡なお,権利内容の異なる ｢出資者相互間｣の ｢区別｣ を利

周 した利害調整のあ り方については,簡単にではあるが同じく第 4節(2)でふね

たので,以下では繰 り返さない5巧｡

∴ ･上､･,,_I:･I;';.:∵巨 斗 亘 I: .:;-杏 二せ い ･;-:.L{',1 ･ 津 ㍉ ･こ:I!:十 詰 ､ト ill一･㌦ ･･'t,

十 ∴㍉十潮 J-:.I:.Tll凍甘:I;,.,.:

事業遂行に必要な資金が出資者から払い込まれたとすれば,その事業継続が

適切であるかぎりタそのために払込資本維持が役立ち得る52｡ しかし,そもそ

も払込資本額は,事業遂行のために適切な金額 として調達された金額であると

いえるであろうか53｡

例えば,情報の非対称性によって,事業遂行のために最 も適切 と見込まれる

金額よりも少ない金額 しか集まらない場合や,反対に,必要以上に多い金額が

集まることもあ り得るだろう｡ とくに問題なのは,多 く (余分に)払い込まれ

た場合朗であ り,そのような金額の維持の合理性には疑問がある｡ なぜなら,

過剰を投資によって利益率が低 くなる可能性があるからである｡ 同じことは,

事業の開始後にタそれを縮/3､したほうがよくなった (払込資本額が事業遂行につ

いて過剰になった)場合にもいえる｡ こういった場合には,該当する払込資本

相当額の財産を出資者に分配 し,別の有利を投資先をそれぞれに選んでもらっ

たほうがよいかもしれない｡

このように,払込資本の維持はタ その ｢出資者から払い込まれた金額｣ とい

う表面的な性格からはもちろん,上のように実質的にみても必ず しも自明では

なく,ましてそれを常に強制すべ きともいえない｡

とはいえ経営者には,少なくとも理論上,事業遂行に適切な資金を調達する



動機はあると思われる｡例えばタ株式発行 (交付)による資金調達 に際 して,

有価証券届出書を提出する企業は,資金の使途 を開示す るよう促 されて きた

(届出書第二号様式夕日本証券業協会公正慣習 規 則第14号)｡仮 に賢経営者がその開

示 どお りに資金を運欄しない可能性がある 場 合 夕 そ れがない場合 に比べてタ出

資者は資金拠出に消極的になるであろう｡ 資 金 使 途 の 開 示 さえない場合はタな

おさらである｡

また,拠出を求める資金額が適切な水 準 よ り も 少なければ事業遂行に支障が

出かねないしタ多ければ利益率が低 く な りかねない｡仮にタ開示された拠出募

集資金額が適切水準になくても,出資者は多かれ少なかれヲ開示 どお りの運用

を期待して資金を拠出するであろう｡経営者がその期待に応えなければタ資金

調達費用が増加することになると見込まれる｡

したがって経営者は当初から,調達資金の使途 とタその使途に適切な資金額

を開示したうえでタ開示どお りの資金遂摺すなわち事業遂行に取 り組む動機を

もつと考えられる｡

機方,事業中止夕払込資本の払戻 しを経営者が決断する場合タそれについて

出資者が説明を受けタ承認するという手続 きがあればタ出資者の納得が得 られ

やすくなろう｡またタこういう手続 きがのちに控えているという事実は 夕 資金

調達の段階にまで遡ってタその金額を適度なものにする効果があろう ｡

以上からタ払込資本は基本的に事業遂行のために企業に残 されることタ ま た タ

仮に払い戻 される場合には,それ について承認 を得 る (少なくとも説 明 を 行

ラ)こと55がタ｢出資者-経営者間｣の利害対立 を緩 和 し 得 る と考 えられ る ｡

ここではとくに,有価証券届出書 を提出する企業 を例 に 出 し た が 夕上に述 べ た

ことは夕(個人商人 ◎個人企業でなければ)中小規模の企業 において も多 か れ少

なかれ通庸することであると思う｡前の第5節(3)で述べたよ う に タ｢区 別｣ (こ

こではとくに払込資本額)の意義を決定づける釧 ま,必ずしも企業の 規模 で は

ない｡

ただし,繰り返しになるが夕払込資本維持が常に当然のことであるとは限ら

ない｡たしかに払込資本額は,前述のとおり,事業遂行のために必要な金額の
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近似値 となり得るとは考えられるが,あくまでその程度でしかないともいえる｡

そ こ で , 払 込資本維持を必ず しも当然のこととは考えずに,常にその合理性を

問うような姿勢があって もよいのではをいかと思う｡

二一 芦㍉十 :::::..言 .':: :∵∵･'iit'''章 ∴●十 ･･ ∴ ∴ 十 : . '十 二･ -:: I: ･ ‡

∴十 ､･･･斗十 ;鳥 畔 ..

留保利益はタ平成17年の会社法制定前における従来の実務上,目的外の取崩

し,あるいは,取崩 し一般について出資者 (株主)の承認を必要とする任意積

立金 としてタまた,出資者の承認なしに期間損失 と相殺できる未処分利益 (た

だし利益処分済 ◎総会後の未処分利益｡以下同じ)として計上されてきたことに

注目したい に ごでは,任意的 ◎個別的に計上が可能を,利益準備金以外の利益剰

余金について考えている)｡ このような処理はいずれも,留保利益が,払込資本

とは異なってタ期間利益から派生することに起因しセいると解されるのであ る ｡

留保利益を未処分利益のままにするのではなくてタわざわざ任意積立金 とし

て積み立てるのはタ そのもとになる期間利益 を企業に残すことが払込資本以上

に自明ではないからであろう｡ だからこそタ あらためて出資者の承認を取って

積み立てられ,それに連動 して取崩 しについても承認が取られることがあるの

がタ任意積立金であると解 される｡ そしてタ このような一連の手続 きには,期

間利益 を留保利益 として企業に残 すことについて,｢経営者-出資者間｣の利

害対立を緩和する効果があると考えられる｡

なおタ任意 積 立 金 と し て例えばタ事業拡張 ⑳維持のためにタあえて企業に残

される留保利 益 が あ る ｡ こ のような留保利益はとくに,払込資本 と類似の性格

をもつことにな る 56｡ 他 方 ,分配準備 目的や欠損填補 目的の任意積立金 という

のもあ り得るのであって,とくにこれらは,期間利益に派生する留保利益なら

では,といえる残 され方 と思う｡ というのもタ払込資本なら,初めから出資者

-の分配のために調達されるということはあまりないであろうし5ア,欠損填補

のために調達されるということも不 自然のように思われるからである58｡
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他方,未処分利益については,次のように考えられる｡ まずヲ期間利益は留

保利益に加算され,期間損失は留保利益から控除されていく, というようにタ

留保利益は長期的な事業運営 ゆ 損益計算の観点になじむ59｡期間利益を即座に

分配せずに, 未処分利益たる留保利益 として企業に残 しておけば,それは将来

あり得べき期間損失を吸収するクッションとなりヲ払込資本の欠損の回避タひ

いては, 事業遂行の維持に役立ち得 る ｡

ただタこのような見方だけでは,未処分利益 とタ任意積立金のうちの欠損填

補積立金との違いが明確でなくなる｡ このとき,未処分利益のほうはタその処

分が経営者に任されたという性格のより強い留保利益 とみることになろう｡ 長

期的な損益計算の観点から残された留保利益のうち, 期間中の必要に応 じて 機

動的に運周できる財産を残すという意図をもってタ 目的が暖味なままの未処分

利益を計上 しておくことも, 利害調整の一つのあり方としては考えられるであ

ろう｡

いずれにしても出資者は,留保利益が払込資本と区別されていれば,その留

保の適切さに注目することができる｡ それに対する経営者は,出資者が納得 し

やすい説明を庸意しておく必要があろう｡

以上のように,払込資本とは異なって期間利益から派生 し夕企業に残される

ことが,より自明ではないがゆえに独特なタ留保利益をめぐる ｢出 資者-経営

者間｣ の利害調整があり得る｡

･ ∴工∴早 ::l･,.:!･: t.一･.I.:/:I>'t.'甘 ::･･声 ..:.汗 十 ._叫 ㍉ ∴特 二,;'r･∴

iL;_;:;.､十 ･再 机 上 .･仁 一∴●∵工-:･L･::

本章では繰 り返 し,｢区別｣ の任意的 ◎個別的を次元における意義を強調 し

てきたがタそれはもしかするとタ なにか心もとなく,頼 りなくみえるかもしれ

ない｡しかしタ その次元でみてこそ,｢区別｣ の実質的な意義が試されるので

はないかと思う｡ その次元で ｢区別｣が利周されてこそ,本当に意義があるも

のとして認められたことになると思うのである｡ ここまでタそのような意識を
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もって,財産分配をめ ぐる出資者 ◎経営者のための利害調整に ｢区別｣ が役 立

ち得る可能性 について考えてきた｡

本節では,そのようを ｢区別｣ の意義に関わる比較的最近の動向を取 り上げ

て タ 今後の検討の見通 しをつけ,本章の結びとしたい｡

( : ) ll: ､∴ :㍉ 了∴ 一､十 二:;∴､:p十:･i!.i三㌦:I,;1'言 ･-一･∴.I .:二 十

守 .古 .･･∴ ＼パ了;-1十工 巨匠批 :

企 業 会 計 基 準委員会の基本概念 ワーキング ◎グル-プが公表 した討議資料

『財 務 会 計の概念 フレームワ-ク』 (2004年7月 (2004年9月修正)｡同委員会名義

の 討 議資料は,本章脱稿後の2006年12月に公表されている)では,｢現行の企業会

計 (とくに財務会計)の基礎 にある前提や概念が要約 ◎整理 されてお り,その

内容はタ将来の会計基準設定の指針 になると期待 されている｣ (冒頭の ｢討議資

料 『財務会計の概念フレ-ムワ-ク』の公表にあたって｣ における ｢討議資料の役

割｣)｡

この討議資料ではタ ｢払込資本 と留保利益の区別｣ について具体的な言及は

され てい ない｡ しか し, 討議資料 『財務報告 の 目的』 第11項 においてほ,
●●●■●●■●

｢デ ィス クロ-ジヤ-制度 において開示 される会計情報は,企業関係者の間の
● ● ○●○●●●●●●●●

私的契約等 を通 じた利害調整にも副次的に利庸 されている｣ (上点-石川)とい

う認識が示 されている｡ また,同第12項 においては, ｢会計情報が副次的な用

途にも利摺 されている事実は, 会計基準 を設定 ⑳改廃する際の制約 となること
■

がある ｡ す な わち会計基準の設定 ◎改廃 を進める際には,それが公的規制や私
oO● ○ ● ● ●●●■○●

的契約等 を 通 じた利害調整 に及ぼす影響 も,同時に考慮の対象 となる｣ (上点

-石川) という認識が示 されている｡ これ らは,出資者 ◎経営者のための任意

的 ⑳個別的を財 産 分 配 をめ ぐる利 害 調整 における, ｢区別｣ の利周 ⑳意義 を取

り込める内容で あ る ｡

他方でタ気にかかるのは次のことである｡ 討議資料 『財務諸表の構成要素』

第 6項は,｢純資産 (netassets)とは,資産 と負債の差額 をいう｡ これは報告

主体の所有者である株主 (連結財務諸表の場合には親会社株主)に帰属する資本
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ど,その他の要素に分けられる｡ -- (以下省略)｣ とする｡ ｢区別｣はタ純資

産についての資産と負債の差額 としての認識 ⑳測定によってもタ可能であろう

か｡

これについて,簡単な例を庸いて考えてみ る ｡

まず夕出資者から100の現金拠出があった場 合 , ｢資 産且00-負債 O-純資産

且00｣となり,この場合の純資産100を払込資本とすればよい｡次に撃その現金

100で購入 した商品100を現金150と引換えに売 り上げ, 利益が50生 じた場合はタ

まずタ ｢資産 (現金)且50-資産 (商品)100…負債 O- 純 資産50｣ となる｡その

まま期末を迎えたとすればダニの場合の純資産50が当期純利益 となり,これを

留保利益 とすればよい｡

このようにタ 取引ごとに資産と負債の差 額 を 認識 してタその原因を確認 して

いけばタ討議資料 『財務会計の概念フレ- ム ワ - 夕 』のもとでも ｢区別｣は成

立す る ｡

しかしヲ次 の 場 合はどうであろうか｡例えば,期首に純資産ユ50(払込 資 本

loo,留保利益50)という状態にありタ期末までに当期純損失が70生 じて タ 純 資

産が80になったというような場合恵ある｡この場合夕留保利益50と当期 純 損 失

のうち 50と を相殺することに異論はないとすると,問 題 は ダ残 りの当期純損 失

2 0 タ あ るいは,純資産80とタ 払 込 資本且00との関 係 で あ る ｡

資 産 と 負 債 の差額 と し て タ 純 資産クひいて は タその一部 で あ る 払 込 資 本 が測

走 さ れ るとす れ ば タ 上 の場合夕払込資本は自動的に80に な るのであ ろう｡ そう

であるなら,払込資本の欠損 という概念が消滅 して い る こ とになる ｡

本章第 4節 においてほ,払込資本の欠損填補をめ ぐ る 出 資者 ⑳経 営 者のため

の利害調整を取 り上げたが,上のようを場合タそれはもはや問題にならないの

であろうか｡またタ第6節にお い てはタ払込 資 本 維 持 を通 じた出資者 昏経営者

のための利害調整 を取 り上げたがタ 上 の 場 合,当 初 の 払 込 資 本 に の例では

100)の維持はどのように行 うべ きであるのか｡あ る い は タ い ずれも不要であ

るのか｡今後タさらなる検討を続けたいと思う｡
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平 成 ユ7年 制 定 の会 社 法 と ヲ こ れ に 合 わ せ て 平 成 且8 年 に 制 定 さ れ た 会 社 計 算 規

則 のも とで は , 利 益 剰 余 金 を 資 本 金 及 び 資 本 剰 余 金 に 振 り 替 え る こ と が で き な

く な っ た こ と に つ い て タ ｢払 込 資 本 と 留 保 利 益 の 区 別 ｣ (資 本 剰 余 金 と 利 益 剰 余

金 の区 別 ) が 厳 格 化 さ れ た , と い う よ う な 評 価 が み ら れ る 閑 ｡ し か し タ こ こ ま

で 検 討 して き た ｢区 別 ｣ の本 来 的 意 義 に 基 づ く か ぎ り タ 出 資 者 及 び 経 営 者 の 納

得 が 得 られ る ので あ れ ば タ 留 保 利 益 の 払 込 資 本 - の 振 替 え は 認 め ら れ て も よ い

と思 う｡

留 保 利 益 の払 込 資 本 - の振 替 え は , ｢区 別 ｣ の ｢混 同 ｣ と 表 現 さ れ る こ と が

あ る が タ 出 資 者 た ち が 望 ん で , あ え て 利 益 分 配 後 に 資 本 拠 出 を 行 え ば タ 留 保 利

益 の払 込 資 本 瑞 の振 替 え と 同 じ 会 計 処 理 結 果 を 実 現 す る こ と は で き る (留 保 利

益 の減 少 額 が 払 込 資 本 の増 加 額 に な る )感確｡ し た が っ て タ そ の 振 替 え を ｢区 別 ｣ の

｢混 同 ｣ とみ な して 禁 止 す る こ と が ど こ ま で 適 切 で あ る の か ヲ 私 と し て の 疑 問

は 残 る ｡

そ の取 引 は 擬 経 書耳能 で あ る か ら 振 替 え を 認 め て よ い , と い う の で は な い ｡

｢出 資 者 相 互 間 ｣ あ る い は ｢出 資 者 - 経 営 者 間 ｣ で , 留 保 利 益 を 払 込 資 本 に 振

り替 え て 事 業 のた め に残 す 金 額 を 明 確 に し た い タ と い っ た こ - ズ が あ る と す れ

ば タ ｢区 別 ｣ の意 義 を彼 らの間 の利 害 調 整 に み る か ぎ り ヲ そ の こ - ズ を 排 除 す

る 理 由 は な い と考 え て い る わ け で あ る ｡ そ の う え で , 取 引 の 擬 制 が 可 能 で あ る

な ら, 留 保 利 益 の払 込 資 本 - の 振 替 え を 認 め て も よ い の で は な い か 鎧望｡

留 保 利 益 の払 込 資 本 - の 振 替 え が 認 め ら れ な い と す れ ば , そ れ は と くに,

｢区 別 ｣ に 会 計 瑚 膏報 提 供 機 能 を見 出 す 場 合 で あ ろ う ｡ 例 え ば , 留 保利益の厚

さ に タ 財 務 基 盤 の強 度 や 経 済 的 成 長 性 をみ る と き,た し か に ,留保利益の払込

資 本 - の振替えはタ容易 に認 め られ な い と思 う｡とはいえ,その見方がどこま

で合理性をもつかが,結 論 を左 右 す る で あ ろ う｡例えば,企業が留保利益額に

基づ く財産分配を何度も 行 っ て きて い る場 合タその見方がどこまで 通 庸するか

によって,留保利益の払 込 資本 - の 振 替えに対する態度が決まる｡

もし 了情報提供機能の 観 点から,やはり留保利益の払込資本- の 振 替えが認
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められないとなればタ利害調整機能の観点からは,第7節で検討 したような任

意積立金の使い方がタいっそう重要になって くるであろう｡ それが どこまで出

資者 ◎経営者のための利害調整に役立つかタ今後 さらに検討 を続けたい｡

1 ここではとくに,中村忠 『資本会計論 〔増訂版〕』白桃書房 , 昭和50年タ 4-9頁参照｡

2 具体的には,昭和25年 (1950年)の商法改正から平成13年 (2001年) 6月の商法改正

までの約50年間のことを想定 している｡ これについては,安藤英義 ｢資本概念の変化一

資本概念をめ ぐる商法 と会計の離合の歴史｣ 『企業会計』第58巻第9号 (2006年 9月),

20頁以下参照｡

3 例えば,梅原秀継 ｢会計理論からみた資本の部の変容-資本 と利益の区別 をめ ぐっ

て｣ 『企業会計』第57巻第 9号 (2005年 9月),36頁及び39頁 (ただし注(8)もあわせて)

参照｡

4 ここではとくに,安藤英義 ｢会計の二つの機能をめ ぐる諸問題-利害調 整 と 情 報 提

供- ｣ 『一橋論叢』第127巻第4号 (2002年4月), 1頁｡

5 安藤,前掲論文, 3頁｡

6 安藤 , 前掲論文, 3頁｡

7 Kehi,D｡,TheOriginandEarlyDevelopmentofAmerigcanDividendLaw,Harvard

Law Review,第53巻 (1939年11月),及rぴ,同,CorporateDividends:LegalandAc-

countingPTOblemsPertainingtoCorporateDistributions,NewYo毎 1941年,第1章

参照｡なお, ここではとくに, Littleton,A.C｡,AccountingEvolutionto1900, New

Yo動 1933年タ256頁 (片野一郎訳 『リヤリレトン会計発達史 〔増補版〕』同文舘,昭和

53年,368-369頁) もあわせて参照 した｡

8 例えば,大隅健一郎 『新版 株式会社法変遷論』有斐閣,昭和62年,23-24頁参照｡

9 正確には,財産分配局面において ｢資本｣額に相当する金額の財産 (資産)を企業に

維持させる,というような表現をすべ きであろうが,一般にも使庸 されるこのような意

味で,｢資本｣維持 といった表現を用いてい く｡

10 Kehl,前掲論文,38頁及び41頁,並びに,前掲書, 4頁及び18頁参照｡

11 例えば,Kehl,前掲書タ18頁参照｡

12 3Mason308,30Fed｡Cas.435,No月7,944(C｡C｡D｡Me｡1824)℡

13 例えば,伊藤邦雄 『会計制度のダイナミズム』 岩波書店,1996年,前掲書,36-39頁

参照｡イギリスにおいて,｢資本｣ 維持 と債権者保護 とのつなが りが明確に認識 された

のも,アメリカで出された同判決の影響があったためと示唆する見方 もあるという (伊

藤,前掲書,77頁,注19)参照)｡

14 例えば,須田一事 『財務会計の機能一理論 と実証』 白桃書房,2000年,33-34頁及び



第10章 ｢払込栄泰と留保利益の区別｣と出資者 ⑳経営者の利害調整 虜腰8

35-42頁参照｡

15 本節の考え方は,第 1節でふれた,安藤,前掲書,第 5章に加えて, 同 ｢会社法の配

当規制 と破産法 との関連｣ 『産業経理』第42巻第 6号 (1982年10月),66頁,及び,同

｢商法会計制度の方向｣ 『禽計』第133巻第 1号 (1988年 1月),7-10頁から得られている｡

16 資料は, Weinhagen,N"DasRechtderAktien-Geselischaften,K61m,1866年｡訳に

ついては,安藤,前掲書 (新版,白桃書房,1997年),192頁,注 3)(初版,国元書房,

昭和60年,165頁, 注(3))における訳を,ほぼそのまま利用 (注記等,一部省略)させ

ていただいた｡

17 ヴユルテンベルク商法草案においては,貸方項目 (消極項目)にも ｢財産｣の語が付

されることがあり (例えば,いわゆる ｢準備金｣は ｢準備財産｣ というように),この

｢出資財産｣ も貸方項目であると解される (拙稿 ｢わが国株式会社会計制度における伝

統的資本概念の特質-会計理論における資本概念を財産分配局面で利用する合理性の尺

度1 1)｣ 『愛知大学経営学部 愛知経営論集』 第155号 (2007年 2月刊行予定),第 2章

第 2節参照)｡ただ,実は,株式会社に関わる規定 (261条 1項)にも同様にみられる

｢出資財産｣の語はとくに,すでに払い込まれた (出資された)金額すなわち払込資本

を意味するのか, こ隼から払い込まれや (出資される)金額すなわち充実されるべき金

額を意味するのか,判然 としない (これについても,前掲拙稿,第 2章第 2節を参照さ

れたい)｡

とはいえ, 合名会社に関わる第206条第 1項の ｢出資財産｣ は,株式会社に関わる第

261条第 1項におけるそれよりも相対的に,払込資本であると解 しやすい｡根拠は,ま

ず前提 として,その語の意味が判然としないこと,次に,合名会社の場合には一般に,

いわゆる資本充実の原則についてあまりふれられないこと (充実されるべき金額である

必然性が弱いこと),そして,本文で後述するように,この規定は任意規定であること

(したがって払い込まれた金額でもよいこと),である｡

18 第206条第 1項についての理由書 (183-185頁),及び,安藤,前掲書 (新版),192頁,

注 3)参照｡

19 第206条第 1項についての理由書 (184弓85頁)参照｡ちなみにこの規定は,1794年プ

ロシア普通国法 (AllgemeinesLandrecht飽rdiePTeuBischenStaaten)の商事会社

(全社員が無限責任を負う会社)に対する,実際に施行された同様の規定を手本とした

ものであり,その規定もまた任意規定であった (2編 8章656条及び653粂参照)｡

20 安藤,前掲書,190-193頁参照｡

21 安藤,前掲書,190-193頁及び184-189頁参照｡

22 注15における二つの,安藤,前掲論文,同房参照｡また,商法の立場において同様の

理解を示 していた文献 として,吉日昂 ｢株式会社資本の債権者保護的機能｣ 『旬刊 商

事法務研究』第116号 (1958年10月 5弓5日合併号)がある｡

23 例えば,斎藤静樹 『企業会計』東京大学出版会,1988年,l後o-141頁参照｡

24 このような方針を採るにあたっては,とくに安藤英義 ｢アメリカで揺 らぐ資本概念
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(資本 と利益の区別)｣『曾計』第153巻第 1号 (1998年 1月)9 2-逢頁を参考 にさせてい

ただいた ｡

25 加藤盛弘-鵜飼哲夫-百合野正博共訳著 『会計原則の展開』森山書店,198ユ年963頁

参照｡

26 資料は, May,G.0.,FinancialAccounting:ADistiぬtionofEⅩperience,New 首o底

1943年｡

なお, とくにAⅠAが作成した公表物の うちタ｢資本剰余金 と利益剰余金の区別 ｣ ひい

ては ｢払込資本 と留保利益の区別｣ にふれ るのほ,且932年の 5原則が最初ではない (例

えば,野口晃弘 ｢会社法計算規定 と資本会計 にお ける諸 問題｣ 日本会計研究学会課題研

究委員会 (委員長 須田一章) 『会計 制度 の設計 に関す る実証研究 最終報告書』2006

年 9札 第20章,394頁参照)｡ それ に もかかわ らず, ここでユ932年 A互A 5原則 を引き

合いに出すのは,それが,本文でも述べ た ように ｢-股に認められた会計原則｣の原型

とも称 されること,また,｢企業会計原則｣解説の権威者,黒滞活博士 も一般原則 ◎三

の解説の箇所でふれられること (例 えばタ『解説 企業会計原 則 』 中央経済社夕昭和57

年,49-51頁参照),そ して,本文で後述するように, (払 込 ) 資 本 欠損填補 に関する会

計基準- と展開される内容をもっていること,による｡

27 訳については,伊藤,前掲書,346頁における訳 を,その ま ま 利 履 させ て い た だ い た ｡

28 ただし,｢元入資本 と期間利益の区別｣ のためであれ ば , ｢ 当 年 度 も し くは 次 年 度 以 降

の費摺 または損失を差引くために億頗 されてはならない｣ 対 象 と し て タ 資 本剰余金だけ

でなく,利益剰余金 も掲げられるべ きではなかったか｡利 益 剰 余 金 も また,元入資本に

含 まれるからである｡

29 伊藤,前掲書,第 6章参照｡

30 ここではとくに,伊藤,前掲書,358-359頁参照｡なお,資本欠損填補についての会

計処理自体はともか く,それを行 うこ幸について出資者 (株主)の承認を求めることが

会計原則 ｡基準の問題 となり得るかどうかについては意見が分かれるかもしれない (杏

れぞれの意見 について,伊藤夕前掲書,371頁参照)｡ ここでは,会計 ひいては会計原

則 ｡基準が利害調整機能をもつかぎり (会計原則 ｡基準の利害調整機能について,安藤

英義 ｢保守主義の原則 と重要性の原則一各国の会計基準等 と 会 計 の機能-｣『松山大学

論集』第 5巻第 4号 (平成 5年10月),166弓71頁参照)タ そ れ に 関 わ る上のような出資

者の承認 も会計原則 ¢基準の問題になり得ると考えている｡

31 藤田友敬 ｢〔Law& Economics会社法⑤〕株主の有 限 責 任 と 債権者保護は)｣『法 学 教

室』第263号 (2002年8月),126頁,及びタ倉滞資成 ｢株主総会の決定プロセス｣ 三輪

芳朗-神田秀樹-柳川範之編 『会社法の経済学』東京大学出版会,1998年,146-148頁

参照｡

32 例 えば,昭和49年修正前の ｢企業会計原則｣損益計算書原則 や六, 並びにタ 同 ｢注

解｣注 8及び 9参照｡

33 その根拠について,ここではとくに,藤軌 前掲論文,ユ26頁参 照 ｡
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34 討議資料 『財務会計の概念 フレ-ムワ-ク』 (企業会計基準委員会基本概念り-キン

グ ⑳グル-プ,2004年 7月 (2004年 9月修正))における 『財務報告の目的』 il項及び

12項参照｡これについては , 本 章 第8節でふれる｡ なお,本章脱稿後の2006年12月に,

同委員会名義の討議資料 が 公表された｡

35 例えば,伊藤,前掲書,序章及び第1部参照｡もっとも,その会計処理自体が,出資

者の富を直接に左右するわけではなかろう｡

36 さらにいえば,少数派株主と多数派株主の間の対立関係を想定すれば,わかりやす く

なるであろうか｡もちろん,同じ割合の株式を保有する株主同士でも,財産分配に対す

る選好は異なり得る｡

37 なお,本章では分 配 優先株主も出資者と呼んでいるが,その分配優先株主を債権者に

近い立場にある者 とみれば,それと普通株主 との利害調整は,｢出資者相互間｣ の利害

調整 というよりも,｢出資者二債権者間｣の利害調整 とみることもできるかもしれない｡

ただ,分配優先株主は出資者か債権者かというような問題は,本章にとってそれほど重

要ではない｡普通株主のような,いわば典型的な出資者同士の間で,財産分配をめぐる

利害対立があ り得るというだけでタ本章にとっては十分である｡

38 まとまった先行研究のレビュ-としては∴射 す剛雄 『会計原則コンメンタール 〔増補

改訂版〕』中央 経 済 社 ,昭和60年タ29-31頁や,最近のものとして, 古市峰子 ｢会社法制

上の資本制度の変容 と企業会計上の資本概念 について｣ 『金融研究』第25巻第 2号

(2006年 8月),190-193頁がある｡

39 例えば,伊藤,前掲書,23頁 , 野口晃弘 『条件付新株発行の会計』白桃書房,2004年,

40頁参照｡

400ku払 S.9Sakagami,M｡,andA.Shiiba,ValuationoftheProfitAvai且ableforDividend,

日本会計研究学会第64回大会 (2005年 9月),自由論題報告配付資料 (これについての,

注44に示す首藤論文 (175頁)による解釈 も合わせて)参照｡

41 また,この見解は厳密には,｢払込資本 と留保利益の区別｣ というよりも, 強制的 ◎

画一的な分配規制に も とづ く分配可能額と,それ以外の金額との情報内容の区別に注目

しているようである｡

42 出資者 (株主)の,会 計 に対する関与権のあり方と,会計の利害 調 整機能及び情報提

供機能との関係 に つ い て は , 安藤英義 ｢簿記および会計の空洞化｣ 『企 業会計』第40巻

第 9号 (1988年 9月),416-47頁参照｡

43 例えばヲ伊藤ヲ前掲番,23頁参照｡

44 例えば,須軌 前掲書,33-34頁 と,野口,前掲審タ40-41頁 とをあわせて参照｡また,

この役割についての実証研究として,首藤昭信｢債務契約における留保利益比率の意

義｣ 日本会計研究学会課題研究委員会 (委員長 須田一事)『会計制度の設計に関する

実証研究 最終報告書』2006年 9札 第 9章がある｡

45 例えば,森川八洲男 ｢新会計基準における ｢資本の部｣の分類の特質｣ 『企業会計』

第54巻第 7号 (2002年 7月)参照｡このような傾向があるのは,本章第 1節でもふれた
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ように,わが国でも長期にわたって基本的に ｢区別｣ と強制的 ｡画一的な分配規制とが

結びつけて考えられてきたことの影響であろうか｡

46 安藤英義 ｢商法における資本制度の揺らぎと ｢資本の部｣の表示｣『曾計』第162巻第

2号 (2002年 8月),及び,同 ｢株式会社の資本制度崩壊の兆 し｣ 『密計』第164巻第3

号 (2003年 9月)参照｡

47 安藤英義 ｢安全性と効率性のバランス｣ 『産業経理』 第64巻第 1号 (2004年4月),3

頁参照｡

48 万代勝信 ｢統一論題 ｢新会社法と会計基準｣資本と利益の区別を中心にして｣ 日本会

計研究学会第65回大会 (2006年 9月),統一論題報告配付資料,4頁参照｡

49 安藤英義 ｢会社の資本制度の任意化傾向｣ 『産業経理』第64巻第4号 (2005年 1月)チ

3頁参照｡

50 その場合はとくに,少数派株主と多数派株主との間の関係を想定すれば,読みやすい

であろう｡

51 そこでふれたようなかたちで ｢出資者相互間｣の対立が緩和されるような工夫が用意

されていれば,第 6節及び第7節における考え方と同様に, 当事者が取引関係に入 りや

す くなり,企業の資金調達費用も削減されることで,出資者 砂経営者の双方がメリット

を得ることができるであろう｡

52 事業遂行と資本維持の関係について,ここではとくに,森田薯禰 『価格変動会計論』

国元書房,昭和54年,例えば第2章参照｡ただし,本文のような意味での払込資本維持

が,企業価値の羅符までもたらしてくれるわけではない (例えば,大日方隆 『企業会計

の資本と利益』森山書店,1994年,第 1章第 3節参照)｡払込資本維持型の分配規制を

利庸する場合には,そのような一定のの限界もふまえておく必要があろう｡

53 この問いについては,前掲拙稿,第 1車第 2節も参照されたい｡

54 これについては,弥永真生 『｢資本｣の会計』中央経済社,平成15年,58-59頁,及び,

拙稿 ｢株式会社会計における2つの資本概念-資本金概念と払 込 資 本 概 念 - ｣ 『産 業 経

理』第62巻第2号 (2002年 7月)を参照されたい｡

55 もっとも,出資者が,事前に不要と承認 している場合には,その事後的な手続きも不

要になる. ただその場合も,手続きないし承認が,事後から事前に移っているだけで,

それらがあったほうが利害対立を緩和 しやすいということに変わりはない｡

56 ここではとくに,新田忠誓 『動的貸借対照表論の原理と展開』白桃書房,1995年,ど

りわけ30ト302頁参照｡

57 ただし,分配優先株主-の分配のために,普通株主から資金を調達するということは

考えられる｡

58 欠損填補であれば,これから調達される払込資本によるのではなくて,その前から計

上されている払込資本 (欠損が生じている払込資本)によるのが自然であろう｡

59 例えば,挽文子 ｢社内資本金制度の目的 と機能｣ 『原価計算研究』第20巻第 2号

(1996年 2月),44頁参照｡
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60 例 えば,秋坂朝則 ｢会社計算規則 における剰余金区分の原則｣ 『企 業会計』第58巻第

6号 (2006年 6月)参照｡

61 逆に,払込資本の留保利益-の振替えは認められない｡払込資本をどのように扱って

も,それが即 , 期間利益ひいては留保利益 に変わることはないからである｡ このことは,

留保利益の減少のあとの,払込資本の増加は考えられる点 と,異なっている｡ つまり,

そういう取引を擬制することさえ,不可能である｡そしてそもそも,その振替えを認め

る意義が, ないと思う｡

62 なお, ここでの払込 資 本は,資本金及び資本準備金のようを,強制的 ◎画一的に維持

が求 め ら れる金額である必要はない｡例えば,仮に,その他利益剰余金をその他資本剰

余金 - 振 り替えることが認められるとする｡ このとき,いずれも分配可能額 として,商

法 ◎会社法のもとで同列に扱われるとしても,出資者ないし経営者が任意的 ｡個別的な

次元で,財産分配局面で維持 されるべ き金額 としての強弱に差を付ける (その他利益剰

余金を先に処分するなど) といった可能性があるのなら,本章にとってはその振替えに

利害調整 としての意義がある, ということになる｡

*本章はタ 第109回日本会計研究学会中部部会 (2005年7月)及び現代企業法研究会

2006年 7月例会での報告原稿が もとになっています｡いずれの機会にも,安藤先生

のおかげがございまして,野口晃弘先生 (名古屋大学)から多岐にわたるご助言を

いただ くことができました｡また,野口先生にご紹介いただいた現代企業法研究会

では, とりわけ,浜田道代先生 (名古屋大学)から,商法 ⑳会社法の資本制度にお

いて も出資者への配慮がみ られること,また,中東正文先生 (同)か ら, コーポ

レ- ト ファイナンス理論の観点からも ｢区別｣の意義を考えることにつき,ご示

唆をいただ くことができました｡ここに記 して,深 く感謝を申し上げます｡なお,

本章の責任はすべて,私にあ ります｡

(石川 業)




